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各市町長 様

北海道胆振総合振興局長

社会福祉施設等に係る道費単独補助金等の財産処分承認手続きについて

このことについては、平成２１年４月２３日付け胆保保第３３１号胆振保健福祉事務所

長通知によりお知らせしているところですが、平成２０年４月１７日付けで厚生労働省各

局から発出された「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」が一部改

正（平成２８年１０月１４日付け）されたことに伴い、「道費単独補助金等の財産処分承

認手続き」を次のとおり改正する旨、道保健福祉部長より通知がありましたのでお知らせ

します。

なお、保健福祉部所管の道費単独補助事業については、かねてより国庫補助事業との均

衡を図ることとしてきたことから、今般の改正の基本的な考え方は、国の基準を準用する

扱いとし、道での取り扱いのみを整理したことを申し添えます。

記

第１ 対象社会福祉施設等

この通達は、北海道（以下「道」という。）が市町村や社会福祉法人等の補助事業者

等に対し保健福祉部所管の補助事業により整備した社会福祉施設等の施設及び設備（以

下「補助対象財産」という。）であって、厚生労働省（以下「国」という。）からの補助

金等をその財源としていないもの及び国の負担（補助）金等に連動して道が補助金等を

交付していないもの（以下「道単補助事業施設等」という。）を対象とする。

第２ 財産処分承認手続の準用

手続きについては「各局財産処分承認基準」を準用することとする。

＜各局財産処分承認基準＞

・平成20年4月17日付け 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」

・平成20年4月17日付け 厚生労働省社会・援護局長通知

「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」

・平成20年4月17日付け 厚生労働省老健局長通知

「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」

※常に最新の基準を確認し準用すること

第３ 申請・報告手続

１ 原則

補助金等の交付決定における条件として財産処分の制限を付している道単補助事業

施設等の財産処分の承認にあっては、総合振興局長又は振興局長（総合振興局又は振

興局の各施設所管課。以下「総合振興局等」という。）が別紙１の申請書により、財

産処分予定日の１ヶ月前までに補助事業者等（譲渡等により所有権の変更があった場

合の新たな所有者を含む。以下同じ。）からの申請を受けるものとする。

２ 包括承認事項

包括承認事項（「各局財産処分承認基準」第２の２）については、総合振興局等が

別紙２の報告書で財産処分予定日の１ヶ月前までに報告を受けることにより、承認が



あったものとして取り扱うものとする。

第４ 財産処分承認手続

１ 補助事業者等から第３の１の手続きにより申請を受けた総合振興局等は、「各局財

産処分承認基準」により判断の上、承認（不承認）の決定を行い、補助事業者等に通

知するものとする。

２ 補助事業者等から包括承認事項として報告を受けた総合振興局等は、その内容を精

査の上、包括承認事項等に該当する場合は、当該報告書を受理し、当該報告をもって

承認とみなす旨の決定を行い、補助事業者等へ通知するものとする。

３ 「各局財産処分承認基準」第２の２（注２）により、補助財産取得時に抵当権を設

定することとして交付申請された場合にあっては、交付決定に際して次の旨の条件を

付すものとする。

「補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産に設定した

抵当権の実行があった時は、総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」と

いう。）に報告しなければならない。なお、総合振興局長等に報告があった場合は、

その交付した補助金の全部又は一部に相当する額を道に納付させることがある。」

第６ 財産処分完了報告

承認を受けて財産処分を完了したときは、完了から１ヶ月以内に別紙３により総合振

興局等が財産処分を完了した旨の報告を受けるものとする。

なお、包括承認事項については、別紙３の報告を要しないものとする。

第７ その他

１ 総合振興局等は、この通達によりがたい特別な理由があるときは、その理由等を明

記の上、保健福祉部長（本庁の各施設所管課。以下「本庁各施設所管課」という。）

に協議するものとする。

２ 総合振興局等は、財産処分の申請又は報告を受ける前のできるだけ早い時期に補助

事業者等とあらかじめ協議を行うものとする。

３ 補助事業者等から財産処分納付金が納入された場合は、本庁各施設所管課にその内

容について報告するものとする。

４ 本庁各施設所管課が直接、財産処分の承認等を行う場合についてもこの手続きを準

用するものとする。
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